沖縄県企画部科学技術振興課の公の施設に係る指定管理者制度運用委員会

平成29年度 沖縄ライフサイエンス研究センター指定管理者
モニタリング検証結果
１　【開催日時】　平成30年７月18日(水)　14:30～16:00
２　【開催場所】　沖縄ライフサイエンス研究センター　会議室

３　【出席者】　　●運用委員会委員　４名

１　新里　尚也　委員長（琉球大学　熱帯生物圏研究センター

分子生命科学研究施設　准教授）

２　上原　信美　委員　（勝俣京子税理士司法書士事務所　税理士）

３　甲斐　敦夫　委員　（沖縄科学技術大学院大学  施設管理セクション

リーダー　シニアマネージャー）

４　金本　昭彦　委員　（オーピーバイオファクトリー株式会社　代表取締役）
●沖縄県企画部科学技術振興課　４名　

（沖縄ライフサイエンス研究センター所管課）

１　屋比久　義　課長　　（指定管理施設　責任者）

２　花城　安博　班長　　（指定管理施設　担当班長）

３　永本　寛樹　主任技師（指定管理施設　担当者）

４　神田　航　主任技師　（指定管理施設　担当者）

４　【審議概要】

　(1)検証対象　
　　「沖縄ライフサイエンス研究センター」の平成29年度指定管理状況モニタリング結果の　　検証
　(2)検証内容
　　 ア　指定管理者及び県が実施するモニタリングは適正になされているか。
　　 イ　指定管理者に対する県の指導・助言は適切に行われているか。
　　 ウ　利用者アンケートや苦情に対する指定管理者や県の対応は適切に行われているか。
　(3)検証方法
　　 ア　事務局（科学技術振興課）によるモニタリング実施結果の報告
　　 イ　委員からの質疑・意見
　(4)検証結果
　　 各委員からは、主に共用機器の利用状況、保守契約や助成制度、セキュリティ対策、事業収支に関する質疑・意見があった。総論として、サービスの向上及び事業収入は堅調に推移しており、施設の管理運営は概ね適切になされているとの意見であった。
　(5)主な質疑
ア　（質問）共用機器の利用件数や利用率が、増加しない原因は何か。
（回答）沖縄ライフサイエンス研究センターに入っている機器は、施設整備する際に、入居者へどの機器を使用希望するかアンケートを取ったうえで導入したものの、当初想定したほど使われていない。機器の更新計画などを検討するにあたり、アドバイスをいただきたい。
（意見） 入居者も施設へ入ってみて実際の研究開発で機器の使用が少なかったなどのミスマッチがあると思う。いろいろな意見があるが、今後は、レンタルも含めて検討してほしい。
イ　（質問）共用機器の故障状況はどうか。

（回答）よく利用されている凍結乾燥機は、昨年度、ポンプが故障したので修繕で取り替えた。それ以外の機器は、指定管理者による定期メンテナンスやメーカーによる保守により、今のところ大きな故障はない。

ウ  （質問）平成29年度は指定管理料に共用機器保守契約費用を約600万円追加しているが、当初の計画になかったものか。

（回答）当初の計画に含まれている。平成28年度からの５年間の指定管理料を設定する際に、保守契約費用を見込んでいる。
（意見）保守契約費用は高額になることが多いことから、どのような機器を保守契約するか、十分に検討した方がよい。

エ  （質問）うるま市の助成制度は具体的にどのような支援か。

（回答）平成30年度にうるま市が共用機器の助成制度を創設している。うるま市内に会社があり、沖縄ライフサイエンス研究センターや沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの共用機器を利用したものが、助成金の対象となる。補助金額の上限は100万円で、補助率は２分の１以内である。

（意見）銀行にも声をかけ、中小企業を支援する貸付の制度も紹介してはどうか。今は国も中小企業を支援しようという姿勢なので、銀行にも協力してもらえると思う。

オ　（質問）入居企業に対し、どのような支援や情報提供を行っているか。

（回答）これまでは共用機器の使い方や外部から技術者を招いて説明会を行うのが中心であった。入居企業の経営支援になるよう、税制上の優遇措置の説明や、銀行関係者による融資の相談会のような情報提供のあり方も指定管理者と相談したい。

カ　（質問）セキュリティ対策の強化のためにフェンスは造らないのか。
（回答）フェンスがどのくらい防犯上の効果があるのかという点や、周囲の研究機関の状況も確認のうえ、判断する必要がある。

（意見）部外者が物理的に入れないというのがベスト。研究開発をしているので、無関係な人が容易に入れるというのは情報管理の面でよくない。また、防犯カメラを増設しても、夜間に駆けつけてくれる人がいない点と、侵入者の画像を確実に見ることができるかという点に不安がある。
（回答）予算措置が課題となるが、入居者が屋外に機材や室外機を置いたりするケースが増えてきているので、今後の対策を考えたい。

キ　（質問）事業収支の支出で減価償却費が増えているが、なぜか。

（回答）平成29年度に指定管理者による中古車両の購入があった。社用車の故障による購入だったので、当初の計画に見込んでいなかった。そのため、事業計画より実績が上回った。
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